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（１）  実施計画の目的 

実施計画は、基本計画で定められた施策を効果的に実施するための具体的な事務事業等を明確にしたものであり、か

つ、その年次計画及び財政計画を示すもので、毎年度の予算編成の指針となるものです。 

 

 

（２）  実施計画の計画期間 

計画期間は３年間で、ローリング方式により毎年度見直しを行います。 

 

 

（３）  実施計画の対象事業 

対象事業は、実施計画の計画期間において、後期基本計画を推進するために重要となる事業を対象とします。 

    ◆後期基本計画の施策に記載した主要事業に係る事業 

    ◆上記以外で主要事業に相当する事業 

 

 

（４）  実施計画の構成及び事業費 

後期基本計画の施策体系に沿って記載しています。 

平成３１年度事業費は予算額となっており、平成３２年度事業費は計画上の事業費となっています。 



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　１　地域福祉の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

3,331 3,331

国・県支出金

地方債

その他 24 24

一般財源 3,307 3,307

30,376 30,376

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 30,376 30,376

3,574 2,839

国・県支出金 36

地方債

その他

一般財源 3,538 2,839

3

事業期間 年度別事業費

1 まちなか交流館 継続

（旧）桐生信用金庫玉村支店の跡地を賃貸借契約
し、まちなか交流館として、ふれあいの居場所、放
課後児童クラブ、社会福祉協議会事務所、生活困
窮世帯等の子どもの学習支援の場所として活用を
図る。

事業費

2 社会福祉協議会 継続

地域福祉活動の拠点である社会福祉協議会の機
能強化のために補助金を交付し、地域福祉推進体
制の継続と充実を図る。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

31 32

31 32

民生委員調査活動事業 継続
財
源
内
訳

31 32

福祉全般にわたる各種調査を行うとともに、常に地
域の実情把握に努め、行政のパイプ役として、住民
福祉の向上を図る。　民生児童委員　54人、主任児
童委員4人の計58人。H31.12の改選後では、民生
児童委員を4人増員し計62人で活動予定。

事業費

企画課
財
源
内
訳

健康福祉課



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　２　子育て支援体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

545,020 545,020

国・県支出金 462,050 462,050

地方債

その他

一般財源 82,970 82,970

163 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 163 0

1,942 1,942

国・県支出金 1,294 1,294

地方債

その他

一般財源 648 648

4,990 4,990

国・県支出金 3,266 3,266

地方債

その他

一般財源 1,724 1,724

147 147

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 147 147

事業期間 年度別事業費

1 児童手当支給事業 継続 31 32

中学校終了前の児童を養育している人に手当を支給す
ることにより、家庭における生活の安定、児童の健全育
成・資質の向上を目的とする。支給額（月額）は、0～3才
未満（一律）15,000円、3才～小学校終了前（第1・2子）
10,000円、（第3子以降）15,000円、中学生（一律）10,000
円、特例給付5,000円である。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

2 赤ちゃんの駅設置事業 継続 31 31

町施設内に、誰でも自由におむつ替えや授乳が行えるス
ペース（赤ちゃんの駅）を設置する。また、公共施設はす
でに設置済みのため、民間の協力を得て増設する。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

現在、町立保育所に３箇所、民間保育所及び認定子ども
園に３箇所で延長保育を実施している。今後、さらに保護
者の利便性を向上するため、民間保育所２箇所の誘致
により、延長保育を８箇所に拡充する。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

4 ファミリーサポートセンター 継続 31 32

会員相互の子育て援助サービス。
子どもの預かり：1時間　　700円
事業のなかで「病児・病後預かり」も行い、今後も安
定したサービスが実施できるよう、会員の募集や養
成講座の実施について働きかけをしていく。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

3 延長保育事業 継続 31 32

母子・寡婦および父子家庭の福祉増進のため、親
子行事などの｢玉村町母子会｣の活動に対して、補
助金を交付する。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

5 母子会活動事業 継続 31 32



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　２　子育て支援体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

3,000 2,700

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,000 2,700

200 200

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 200 200

6
母子・父子家庭及び交通遺
児修学給付金支給

継続 31 32

義務教育中の児童を扶養する、母子・父子家庭に
対し、進級進学時期を控えた時期（３月）に、児童１
人につき、１５，０００円（年額）を支給している。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

産後、昼間に協力が得られず、育児が不安であったり、
困難な方に、1時間500円で、家事援助サービスを提供す
る。産院を退院して6ヶ月の間に60時間まで利用可能。
現在、利用が停滞しているため、利用促進と制度の周知
を図るため、一定時間（5h程度）無料とする措置を行う。

事業費

子ども育成課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

7 ママヘルパー派遣事業 継続 31 32



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　３　高齢者福祉の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

668 668

国・県支出金 251 251

地方債

その他 264 264

一般財源 153 153

39,425 39,425

国・県支出金 23,104 23,104

地方債

その他 7,728 7,728

一般財源 8,593 8,593

1,615 1,615

国・県支出金 733 733

地方債

その他

一般財源 882 882

6,402 6,402

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 6,402 6,402

事業期間 年度別事業費

1
高齢者筋力向上トレーニン
グ事業

継続 31 32

転倒骨折の防止及び加齢に伴う運動機能の低下
の防止を目的に、負荷量の調整可能な重錘バンド
を使用し、運動機能の向上に資するトレーニングを
行う。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

2 包括的支援事業 継続 31 32

地域包括支援センターの業務として、①総合的な相
談支援②包括的・継続的ケアマネジメント業務③二
次予防高齢者の予防プラン作成業務を行う。平成
29年度から2カ所を委託し、1カ所を直営で運営す
る。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

高齢者が生きがいや健康づくり等の社会活動を通
じて、生活を豊かにするとともに、明るい長寿社会
づくりに資するため、老人クラブ連合会・単位クラブ
に対し活動費の補助を行う。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

4
シルバー人材センター運営
事業

継続 31 32

就業を通じて、高齢者の社会参加と生きがい高揚
を図るため、補助的・短期的な業務を提供する。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

3 老人クラブ活動助成事業 継続 31 32



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　３　高齢者福祉の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

1,820 1,820

国・県支出金 682 682

地方債

その他 718 718

一般財源 420 420

354 354

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 354 354

4,846 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,846 0

健康福祉課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

6
ふれあいの居場所づくり事
業

環境安全課
財
源
内
訳

8
交通弱者対策事業（実証実
験）

継続 31 31

一定の条件を満たした交通弱者（75歳以上又は65
歳以上の運転免許自主返納者）に対し、タクシー利
用料金の一部を補助する事業を平成29年度から試
行する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

7
バス利用促進敬老割引事
業

継続 31 32

継続 31

高齢者福祉の向上とバス交通の利用促進を図るた
め、町内にバス路線のある運行事業者と提携して、
バス利用促進敬老割引バスカードを取り扱う。

事業費

32

退職者が地域で活躍できる場を作り参加すること
で、地域の担い手として活動を通じて、生きがいや
楽しみを生み健康寿命の延伸に結び付くと考え推
進します。

事業費



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　４　障がい者福祉の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

28,934 28,934

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 28,934 28,934

26,975 26,975

国・県支出金 2,835 2,835

地方債

その他

一般財源 24,140 24,140

8,037 8,037

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8,037 8,037

事業期間 年度別事業費

1
障害者福祉施設管理運営
事業

継続 31 32

指定管理者により、障害者福祉センターのばらでの通所作業を
通じ、働く喜び、人とふれあう喜びを知ることで家庭や地域で共
生し、社会的、経済的に自立するための支援を行う。施設運営
の充実を図るため、適切な人員確保に努める。平成27年度か
ら平成31年度まで玉村町社会福祉協議会に指定管理委託 ※
たんぽぽは、建て替えにより、Ｈ30年度から指定管理ではなく
なった。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

2 相談支援事業 継続 31 32

障害者総合支援法において、指定相談支援の適切
な運営を確保するために必要な人員を確保し、相
談支援の充実を図る。事業内容は、基幹相談支援
センター機能、総合支援協議会事務局、障害者
（児）相談事業、虐待防止事業、差別解消法による
相談窓口など。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

障害のために、通常の個人的・社会的に必要なこと
を確保することが自分自身では、すべて行えない方
が、通所作業を通じ働くことや人とふれあうことによ
り、喜びを知り、家庭や地域で共生し、社会的・経済
的な自立に必要な訓練を行う。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

3
障害者福祉センターたんぽ
ぽ運営費助成事業

継続 31 32



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　５　社会保障の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

278,325 278,325

国・県支出金 133,977 133,977

地方債

その他 500 500

一般財源 143,848 143,848

3,029 3,029

国・県支出金 2,177 2,177

地方債

その他

一般財源 852 852

241,427 241,427

国・県支出金 142,692 142,692

地方債

その他

一般財源 98,735 98,735

63,946 63,946

国・県支出金 44,527 44,527

地方債

その他

一般財源 19,419 19,419

事業期間 年度別事業費

1
福祉医療費支給事業
（子ども等・障害者）

継続 31 32

子どもの健全な成長と保護者の医療費負担を軽減
するため、自己負担金の一部を支給する。

事業費

住民課
財
源
内
訳

2 レセプト点検事業 継続 31 32

診療報酬明細書の点検を実施することにより、医療
費の適正化を図る。

事業費

住民課
財
源
内
訳

国保特別会計への繰出金。内容は保険税軽減分
である基盤安定繰出金、事務費等、出産育児一時
金の2/3、国庫負担金の福祉医療削減分、財政安
定化支援事業拠出金。

事業費

住民課
財
源
内
訳

4
後期高齢者医療特別会計
繰出金

継続 31 32

後期特会への繰出金。内容は後期高齢者医療保
険に必要な事務費、加入者の健康保持推進を図る
ため実施する人間ドックの助成金。低所得者及び
保険の被扶養者だった人の保険料軽減分の財源と
して、広域連合に納入する保険基盤安定負担金。

事業費

住民課
財
源
内
訳

3
国民健康保険特別会計繰
出金

継続 31 32



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　６　保健予防・健康づくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

100,613 100,613

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 100,613 100,613

43,049 43,049

国・県支出金 1,278 1,278

地方債

その他

一般財源 41,771 41,771

78,358 78,358

国・県支出金 1,606 1,606

地方債

その他 4,294 4,294

一般財源 72,458 72,458

266 266

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 266 266

25,681 25,681

国・県支出金 9,000 9,000

地方債

その他 2,733 2,733

一般財源 13,948 13,948

事業期間 年度別事業費

1 感染症等予防事業 継続 31 32

感染症対策として定期予防接種・結核検診・新型ｲﾝﾌﾙｴ
ﾝｻﾞ等対策事業を実施する。また、任意接種として、
H2.4.1以前に生まれた方で妊娠を希望される夫婦等を対
象に大人の風しん予防接種の助成を行う。  H29.9月～ロ
タウイルス予防接種の助成を実施。H31～大人の男性の
風しん予防接種も実施する。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

2 母子保健事業 継続 31 32

安心して子どもを産み育てるために、妊婦健診、こ
うのとり助成事業、母親学級・パパママ教室、こん
にちは赤ちゃん訪問、乳幼児健診、すくすく教室、
幼児発達相談等を実施する。さらに「未熟児養育医
療」の給付事務を実施する。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

生活習慣病の予防と早期発見のために、各種がん
検診、特定健診・特定保健指導、骨粗しょう症検
診、歯周病検診、若年者健診等を実施する。新た
に策定した「はつらつ玉村２１（第２次）」健康増進計
画・食育推進計画に基づいて健康づくり事業を推進
していく。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

4 食育推進事業 継続 31 32

「はつらつ玉村２１（第２次）」健康増進計画・食育推
進計画に基づいて、町全体で食育を推進していく。
食育推進事業を広く町民に周知するために年１回
食育イベントを開催する。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

3 健康増進対策事業 継続 31 32

国民健康保険に加入している４０歳から７４歳の被
保険者を対象に健診を実施することにより、早期に
生活習慣病を発見し、重症化を防いで医療費の抑
制を図る。

事業費

住民課
財
源
内
訳

5 特定健康診査事業 継続 31 32



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　６　保健予防・健康づくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

14,973 14,973

国・県支出金

地方債

その他 14,973 14,973

一般財源 0 0

6 後期高齢者健康診査事業 継続 31 32

群馬県後期高齢者医療広域連合健康診査委託契
約に基づき、玉村町後期高齢者医療制度被保険者
を対象に、しなやか健診を実施する。健診を実施す
ることにより、健康の保持増進を図り、医療費を抑
制する。

事業費

住民課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費



第１章　健康・福祉分野　　【子育てしやすく、健康で安心して暮らせるまち】

　　７　地域医療体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

8,972 8,972

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8,972 8,972

737 737

国・県支出金 334 334

地方債

その他

一般財源 403 403

事業期間 年度別事業費

1 救急医療対策事業 継続 31 32

休日夜間診療を伊勢崎佐波医師会と伊勢崎佐波
医師会病院へ委託する。（小児救急医療業務委託
料含）歯科については、伊勢崎歯科医師会が運営
している休日歯科診療所に対し、町が運営費の補
助を行う。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳

2 精神保健事業 継続 31 32

精神科医による精神保健相談を開催し、本人及び
家族の相談支援に努める。さらに、在宅の精神障
害者と家族のために交流の場である「おしゃべり会
（サロン）」を開催する。またH31年度からは、自殺対
策計画推進事業として、自殺予防に関する講演会
やｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰの養成、普及啓発を推進する。

事業費

健康福祉課
財
源
内
訳



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

649 649

国・県支出金 216 216

地方債

その他

一般財源 433 433

60 60

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 60 60

40,350 40,350

国・県支出金 23,922 23,922

地方債

その他

一般財源 16,428 16,428

243 243

国・県支出金 160 160

地方債

その他

一般財源 83 83

42 42

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 42 84

事業期間 年度別事業費

1 幼稚園就園奨励事業 継続

町内に在住し、幼稚園に満３歳児、３～５歳児を通
わせている保護者に対し、世帯の町民税の課税状
況に応じて入園料・保育料を減免し、その経済的負
担を軽減する。

事業費

財
源
内
訳

2
幼稚園第３子以降助成事
業

継続

町内在住で満３歳児、３～５歳児の保護者で、同一
世帯中の第３子以降が幼稚園に就園している場
合、一人につき６０，０００円を上限に補助（公立幼
稚園においては年間保育料を免除）する。ただし、
就園奨励費補助金を優先し、課税状況は問わな
い。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

31 32

31 32

学校教育課

5

学校教育課
財
源
内
訳

4
一時預かり事業（私立幼稚
園）

継続

新制度「子ども・子育て支援事業」における「一時預
かり事業」を実施する私立幼稚園に対し、事業委託
を行う。

事業費

31 32

31 32

学校教育課
財
源
内
訳

3
子ども・子育て支援給付事
業
（私立幼稚園等）

継続

わくわく英語ふれあい事業 継続

ALTと遊びを通して触れ合うことにより、幼児期から
外国語（英語）や外国人に親しみをもち、外国語（英
語）に対する興味・関心・意欲を高めるとともに、今
後の国際感覚を養う。

事業費

子ども子育て新制度において、新たに給付を受け
る施設に移行する幼稚園等に対し、国基準の公定
価格から保護者負担額を控除した額について給付
を行う。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

31 32



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

2,819 2,819

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,819 2,819

1,108 1,108

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,108 1,108

185 185

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 185 185

250,682 253,000

国・県支出金

地方債

その他 119,790 118,983

一般財源 130,892 134,017

3,000 3,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,000 3,000

6 確かな学力サポート事業 継続

小中学生の学習状況を調査し、子どもたちの実態
に合ったよりよい授業づくりに生かす。小学校２～５
年生は国語・算数、６年生と中学校１年生は理科・
社会を加え、中学校２・３年生はさらに英語を加えた
学力調査を実施する。

事業費

31 32 学校教育課
財
源
内
訳

学校教育課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

学校教育課
財
源
内
訳

31 32

食材の内訳や産地、栄養分析結果、食味・調理面
等を総合的に判断し、地場産野菜を積極的に使用
する。毎食放射線検査を実施し安全・安心な学校
給食を提供する。給食費は、H29年度から小中学生
1/4補助を実施。H27～31年度まで調理等の業務委
託。施設・設備の更新を計画的に実施する。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

7
いじめのない学級づくり事
業

継続

いじめ問題が深刻化している中、いじめの早期発
見・早期解決のため、心理テストQ-U及びhyper-QU
を活用し、子どもたちが楽しい学校生活を送れるよ
う、望ましい学級づくりはもちろん、いじめや不登校
等の未然防止を図る。

事業費

8 食育推進事業 継続

学校給食を中心とした学校･家庭･地域の連携によ
る食育を推進する。食物の栽培や収穫・調理などの
食農体験、体育や家庭科、特別活動などの授業に
おける食に関する指導等を通して、子どもたちのた
くましい心身をはぐくむ指導を充実させる。

事業費

31 32

学校教育課
財
源
内
訳

31 329

10 カウンセラー配置事業 継続

玉村町スクールカウンセラー４名配置する。子ども
たち一人一人が明るく生き生きと学習し生活できる
よう、不安や悩みを受け止めながら、幼児・児童・生
徒及びその保護者の支援を行う。

事業費

31 32

学校給食事業 継続



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

4,226 4,226

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,226 4,226

4,328 4,328

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,328 4,328

1,800 1,800

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,800 1,800

17,747 17,747

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 17,747 17,747

2,190 2,190

国・県支出金 1,093 1,093

地方債

その他

一般財源 1,097 1,097

学校教育課
財
源
内
訳

地域とともにある学校づくり
応援プロジェクト
（旧ＭＡＮＡＢＩプロジェクト）

継続 31 32

玉村町内の学校・園が社会に開かれ、地域とともにある学校・
園となり、子供たち一人ひとりの夢や希望を叶えることができる
ようにするために、家庭、学校・園、地域が玉村町の教育及び
玉村町の子供の実態や課題等を共有し、それぞれの場で役割
を果たし、連携することを通して、「確かな力を身につけ、心豊
かに、たくましく生き抜く子供」を育成するための教育活動の充
実に資する。

学校教育課
財
源
内
訳

研究所員研修事業 継続 31 32

教育の内容や方法についての調査研究、教職員の
研修、教育資料の刊行、その他教育の発展・振興
に必要な事項に関する研究、調査及び教育関係職
員の研修を行う。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

外国人子女教育支援事業 継続 31 32

外国籍の児童生徒のために、ポルトガル語による
日本語指導ができる指導員を「日本語教室」に１名
配置する。また、タガログ語による日本語指導がで
きる指導員を小中学校に派遣する。

学校教育課
財
源
内
訳

特別支援教育就学奨励事
業

継続 31 32

障害のある児童生徒の保護者の経済的負担を軽
減するため、所得に応じ、必要な経費について国及
び町が負担する。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

少人数指導たまむらプラン 継続 31 32

全小中学校に教員１名を配置し、少人数指導や
ティームティーチング（ＴＴ）によるきめ細かな指導を
行う。

11

12

13

14

15

事業期間 年度別事業費

事業費

事業費

事業費



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　１　幼児教育の充実　・　２　学校教育の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

173 173

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 173 173

20,171 20,171

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 20,171 20,171

8,229 8,229

国・県支出金 31 31

地方債

その他

一般財源 8,198 8,198

2,400 2,400

国・県支出金

地方債

その他 2,400 2,400

一般財源 0 0

0 0

国・県支出金 0

地方債 0

その他

一般財源 0 0

32

経済的な理由により就学困難と認められる児童生
徒の保護者に対し、義務教育に必要な経費等を援
助する。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

特別支援教育補助員・介助
員配置事業

継続 31 32

障害のある児童生徒が在籍する小中学校特別支
援学級に補助員を配置し、通常学級に在籍する肢
体不自由児等に介助員を配置することにより、特別
支援教育の充実を図る。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

特別支援学級助成事業 継続 31 32

小中学校における特別支援学級での指導、運営に
あたり助成金を交付し、教材費や活動費の補助を
することにより、一層きめ細やかな児童生徒への指
導を図る。

学校教育課
財
源
内
訳

16

17

18

19

20
南中学校大規模改造（老
朽）事業

継続 31 32

南中学校は竣工以来、相当期間が経過し、建物の
劣化とともに設備等の老朽化が著しいため、築30
年を目処に校舎及び体育館の大規模改造を実施
し、施設全体の耐久性を図る必要があるが、今後
の方向性については個別施設長寿命化計画を策
定する中で検討する。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

育英金・奨学金支給事業 継続 31 学校教育課

事業期間 年度別事業費

事業費

32

高等教育の就学支援として、要保護・準要保護、母
子父子家庭等選考された家庭に育英金・奨学金を
支給する。

事業費

財
源
内
訳

就学援助費支給事業 継続 31



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　３　生涯学習の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

313 313

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 313 313

105 105

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 105 105

1,663 1,663

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,663 1,663

221 221

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 221 221

1,118 1,118

国・県支出金

地方債

その他 390 390

一般財源 728 728

事業期間 年度別事業費

1 ブックスタート推進事業 継続 31 32

親子のふれあいやことばの大切さを、０歳児から絵
本を介して伝えるため、趣旨を説明した上で、４ヶ月
児検診時に年齢に合った絵本を１冊プレゼントす
る。またフォローアップ事業として、１歳６ｹ月児健診
時にも年齢に合った絵本を１冊追加配布する。

事業費

生涯学習課
子ども育成課
健康福祉課

財
源
内
訳

2 家庭教育学級 継続 31 32

社会の急激な変化が、子ども達に大きな影響を与
えている中で、親自身が一人ひとりの子どもを暖か
く見守り、子どもの個性と社会性を伸ばす子育てが
できるよう学級（講座）を開設する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

3 生涯学習推進事業 継続 31 32

生涯学習の成果を幅広く生かし、生涯学習に関す
る指導者やボランティアの養成・活用を促進する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

4 文化センターまつり 継続 31 32

文化センター利用者の拡大のため、啓発と学習支
援の提供、参加者の交流の場をつくる事を目的とし
て開催する。公民館利用団体等の学習成果発表の
場とするとともに生涯学習活動への参加促進を図
る。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

5 公民館各種教室 継続 31 32

学習情報の提供や学習機会の促進により、町民が
学ぶことに喜びを感じたり、技能を高めたり、知識を
深められるようにする。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　３　生涯学習の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

65 65

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 65 65

106 106

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 106 106

生涯学習課
財
源
内
訳

6 映画会・ミニシアター 継続 31 32

夏休みや冬休みに小ホールを利用して「映画会」を
実施しています。また、平成25年度よりセンター内
の「研修室３」を主に利用して、中高年齢層向けの
映画会「ミニシアター」を、月に１回程度のペースで
実施しています。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

7 魅力ある図書館事業 継続 31 32

　図書館利用者が「参加したい」と望むような各種催事を
企画・開催し図書館の利用促進・認知度向上に繋げま
す。ボランティアや県立女子大学などと連携した「英語絵
本読み聞かせ」や「お話し会」、「絵本講座」、「図書館スタ
ンプラリー」、「図書館福袋」、「切り紙ワークショップ」など
の魅力ある事業を展開します。

事業費



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　４　青少年の健全育成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

40 40

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 40 40

1,642 1,642

国・県支出金 64 64

地方債

その他

一般財源 1,578 1,578

事業期間 年度別事業費

1
ボーイスカウト・ガールスカ
ウト

継続 31 32

異年齢集団の奉仕活動を通し、青少年の自発的な
活動を促進するとともに青少年の健全育成を図る。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

2 青少年育成推進事業 継続 31 32

青少年の体験活動事業や、広報車による定期的に
町内での「青少年健全育成」を呼びかける活動、各
行政区での青少年育成推進員の方々の青少年健
全育成啓発活動（非行防止等の啓発活動）の推進
を行う。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳
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　　５　文化財・地域資源の保護・活用 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

184 184

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 184 184

1,928 64

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,928 64

464 464

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 464 464

1,978 2,582

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,978 2,582

247 247

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 247 247

事業期間 年度別事業費

1
歴史資産を生かしたまちづ
くり事業

継続 31 32

平成15年度より、旧玉村宿地区の歴史資産を生か
したまちづくりに取り組む。今後も赤煉瓦倉庫の保
存・活用を進めたい。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

2 町内遺跡発掘調査事業 継続 31 32

文化財活用のための資料整理を実施する。また、
昭和５０年代に発掘調査された古墳の整理に取り
組む。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

3 郷土芸能保存活動事業 継続 31 32

重要無形民俗文化財に指定されている郷土芸能の
保存・継承を推進するために、保存団体（15団体）
に30千円を上限に補助する。また、お祭りに必要な
太鼓の修理などに対して補助を行う。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

4 歴史資料館企画展・特別展 継続 31 32

タイムリーな企画展を心がける。また、学校や児童
館と連携して事業の充実を図る。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

5 教育普及事業 継続 31 32

歴史講座・古文書講座や体験学習会（アンギン編
み、埴輪作り、勾玉作り、昔の遊び）を通して、歴史
や文化に親しむ機会を提供する。平成26年度に作
成した町の歴史・文化財を紹介する映像「たまむら
歌留多でめぐるたまむら歴史さんぽ」を活用し、町
の歴史・文化のＰＲに努めている。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳



第２章　教育・文化分野　　【心豊かな人材を育み、郷土の歴史・文化を大切にするまち】

　　６　芸術・文化活動の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

174 174

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 174 174

1,129 1,129

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,129 1,129

53,200 53,200

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 53,200 53,200

14,000 86,275

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 14,000 86,275

700 700

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 700 700

事業期間 年度別事業費

1 音楽フェスティバル 継続 31 32

町内で活動している音楽愛好者及び団体や町内の
小・中学校、高校、女子大の活動の成果発表と交
流の場としてのイベント事業を行う。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

2 親子芸術鑑賞事業 継続 31 32

絵本原画展を開催することにより、優れた芸術にふ
れ親しむ機会を提供し、親子のふれあいと町民の
芸術文化に対する意識の高揚の一助とする。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

3 玉村町文化振興財団 継続 31 32

玉村町より補助金を受けて（公財）玉村町文化振興
財団が実施する各種文化振興事業内容の精査を
行い、多くの町民が様々な芸術文化事業を鑑賞す
る機会が持てるようにする。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

4 文化センター設備改修事業 継続 31 32

老朽化して改修しなければならない箇所が多数あ
る玉村町文化センターの建物や設備について、予
算の範囲で出来る限りの修繕や更新工事を行い、
施設機能を維持し、安全で円滑な運営を行う。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

5 文化協会 継続 31 32

玉村町文化協会では、町民文化祭（総合芸術展、
芸能発表会）の実施により、文化の振興を図り、情
操豊かなまちづくりに寄与する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳
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　　７　スポーツ・レクリエーション活動の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

100 100

国・県支出金

地方債

その他 10 10

一般財源 90 90

4,049 4,049

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,049 4,049

2,750 2,750

国・県支出金

地方債

その他 2,700 2,700

一般財源 50 50

4,000 4,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,000 4,000

49,200 49,200

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 49,200 49,200

事業期間 年度別事業費

1 町民スポーツ教室 継続 31 32

住民相互の交流や健康増進を図るため、フィットネ
ス・ノルディックウォーキング・カヌー等のスポーツ
教室を実施する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

2 町民参加体育大会 継続 31 32

町民の体力の向上と健康増進を図るとともに地域
住民の親睦を深め健康で明るいまちづくりを推進す
るため、町民参加の各種スポーツ大会を開催する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

3 町民体育祭 継続 31 32

町民総スポーツを推進し、ふれあいを合言葉に、い
つでも、どこでも、みんなでできるスポーツ・レクリ
エーションを実践し、体力の向上・健康の保持増進
を図り明るく豊かなまちづくりを目指し、町民体育祭
を開催する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

4 社会体育館改修事業 継続 31 32

社会体育館は昭和57年の開館以来30年以上が経
過し老朽化が進行している。また、平成40年度に、
国民体育大会が群馬県で開催される予定である。
開催時には、築45年以上経過することから、平成31
年度は体育館の長寿命化を行うための基礎調査を
実施する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

5 海洋センター運営事業 継続 31 32

海洋センターを管理運営するための事業で、指定
管理者に支払う経費になります。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳
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　　７　スポーツ・レクリエーション活動の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

21,830 21,830

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 21,830 21,830

0 1,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 1,000

生涯学習課
財
源
内
訳

6
総合運動公園等管理運営
事業

継続 31 32

総合運動公園、東部工業団地内運動公園、グラウ
ンド・ゴルフ場を管理運営するための事業で、指定
管理者に支払う経費になります。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

7 総合運動公園改修事業 継続 31 32

総合運動公園内の施設を5か年計画で改修するた
めの経費になります。概ね改修工事が終了したた
め、事業としては終わりになります。今後は管理棟
の改修を検討する。

事業費
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　　１　河川・水辺環境の保全 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

1,742 1,742

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,742 1,742

8,063 8,063

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8,063 8,063

都市建設課
財
源
内
訳

2 水辺の森公園管理事業 継続 31 32

　維持管理のため、樹木管理・除草・清掃等を委託
し、水辺環境の保全を図ると共に町民の憩いの場
を創出している。
　なお、管理業務の一部は、ボランティア団体に委
託している。

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 板井・根石公園管理事業 継続

　地元である板井区に管理業務を委託し、除草等を
行うことで、水辺環境の保全を図ると共に町民の憩
いの場を創出している。

事業費

31 32
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　　２　公園・緑地の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

583 583

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 583 583

509 509

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 509 509

19,741 19,741

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 19,741 19,741

11,305 11,305

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 11,305 11,305

　指定管理者制度導入により、樹木、遊具、施設等
の適切な維持管理の他、創意工夫ある公園運営を
行う。
　これにより、緑地の保全と共に安全で快適な公園
を提供していく。

事業費

3 北部公園管理事業 継続 31 32

31 324
東部ｽﾎﾟｰﾂ広場公園管理
事業

2 既存公園協働管理事業

都市建設課
財
源
内
訳

継続 31 32

　住宅地内等に整備されている規模の小さな公園
について、地域住民の身近な憩いの場となるよう、
地域における利活用を促進するため、地域住民と
の協働による管理を行う。

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

　指定管理者制度導入により、サッカー場、樹木、
遊具、施設等の適切な維持管理の他、創意工夫あ
る公園運営を行う。バラ園の管理については、ボラ
ンティア団体に委託している。
　これにより、緑地の保全と共に安全で快適な公園
を提供していく。

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

1 緑化愛護団体育成事業 継続 31 32

緑豊かな住み良い都市環境を創出するための活動
を行う団体に対してその活動を支援する。

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

継続
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　　３　環境保全・環境共生の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

169 2,900

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 169 2,900

1,350 1,350

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,350 1,350

2
太陽光発電システム設置
整備助成事業

継続

1 環境基本計画推進事業 継続

事業期間

31 32

環境モデル事業補助金を環境モデル団体に交付
し、環境保全・環境美化を推進する。また、環境基
本計画を策定する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

31 32

温暖化防止のため、化石燃料の利用でなく再生可
能エネルギーの利用を進めることを目的に、住宅用
太陽光発電システムの設置者に対し助成を行う。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

年度別事業費
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　　４　生活環境対策の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

1,072 1,006

国・県支出金

地方債

その他 331 331

一般財源 741 675

913 913

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 913 913

事業期間 年度別事業費

狂犬病予防法に基づく登録と予防注射の実施、動
物愛護の普及啓発「犬糞取り袋の配布」等を行う。
犬専用車の車検代（2年毎）

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

2 公害対策事業 継続 31 32

騒音測定については、県の依頼に基づき、環境騒
音測定調査及び特定工場等騒音振動規制基準遵
守状況調査を行う。水質分析については、水質悪
化等の変化を把握するために測定。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

1 犬登録予防事業 継続 31 32
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　　５　廃棄物処理・活用体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

46,531 46,531

国・県支出金

地方債

その他 6,790 6,790

一般財源 39,741 39,741

40,535 40,535

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 40,535 40,535

97,169 97,169

国・県支出金

地方債

その他 5,490 5,490

一般財源 91,679 91,679

29,259 29,259

国・県支出金

地方債

その他 6,821 6,821

一般財源 22,438 22,438

3,390 3,390

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,390 3,390

事業期間 年度別事業費

1
リサイクルセンター管理事
業

継続 31 32

町内の資源物ステーションより収集したびん、カンと
乾電池・蛍光管を素材ごとに分別し、適正にリサイ
クルする。
点検状況を踏まえ、順次機器更新、補修を検討し
ていく。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

2 一般廃棄物最終処分事業 継続 31 32

ごみの焼却に伴う焼却灰・ばいじん（焼却残渣）と、
不燃物（不燃残渣）の埋め立て処分を行う。
H30年度より焼却灰約５０ｔを資源化施設委託開始

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

清潔な玉村町を守るため、町内600か所以上のご
みステーションから可燃ごみと資源物、不燃物の収
集運搬を行う。
H31・H32年度は焼却施設施設工事により一時焼却
停止有り。停止期間中の収集可燃ごみを桐生市焼
却施設へ運搬。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

4 粗大ゴミ処理事業 継続 31 32

家庭から出る粗大ゴミを受け入れ、素材ごとに細か
く選別し分解などの中間処理を行うことでスクラップ
処理量を減らし、極力リサイクルする。木製家具・枝
木の燃料化処理を委託し最終処分量を削減する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

3 一般廃棄物収集運搬事業 継続 31 32

町内自治会やこども会等で実施する、資源物の集
団回収に対して補助金を交付し、ごみ減量の啓発
及び団体育成、地域コミュニティの強化を図る。しか
し、近年、子ども会活動が衰退しており、実施回数、
回収重量とも減少しているため、地区による拠点回
収も推進しながら事業の充実を図りたい。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

5 集団回収助成事業 継続 31 32
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　　５　廃棄物処理・活用体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

270 270

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 270 270

1,204 195

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,204 195

384,730 384,730

国・県支出金

地方債

その他 48,018 48,018

一般財源 336,712 336,712

47,500 47,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 47,500 47,500

150 150

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 150 150

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

8 クリーンセンター管理事業 継続 31 32

安全で安定的なごみの焼却を行うため、クリーンセンター
の焼却運転管理と定期整備工事や排気ガスをはじめと
する測定を行う。リサイクルの推進により焼却量は減少さ
せていく。長寿命化工事で主要焼却設備更新は済んでい
るが、更新しなかった設備機器は老朽化しており今後継
続的に補修工事により対応していく。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

6 拠点回収助成事業 継続 31 32

ごみの減量と紙のリサイクルの推進のため、地区
公民館等に保管庫を設置し、ざつがみの拠点回収
を行う地区に対し、保管庫の設置費用等の補助を
行う。
補助金額は、1か所　上限270,000円。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

10 ゴミ減量化推進事業 継続 31 32

ごみ出し情報お知らせサービスアプリ「さんあーる」運用
会社と契約し、スマートフォンアプリにより、ごみ出し情報
を提供する。平成31年度は「ごみのと資源の出し方・分け
方」多言語（英語、ﾍﾞﾄﾅﾑ後、ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語、中国語）バー
ジョンを作成し、当アプリに掲載する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

9 し尿処理事業 継続 31 32

町内で発生したし尿・浄化槽汚泥の処理を伊勢崎
市及び多野藤岡広域市町村圏振興整備組合に委
託。下水道の普及に伴い減少傾向。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

7
ごみ出し情報お知らせサー
ビス事業

新規 31 32

年々増加するごみの減量化を推進するため、家庭
においてごみを自己処理することを目的に「生ごみ
処理機」・「枝葉粉砕機」の購入者に対して、補助金
を交付する。



第３章　自然・環境・安全分野　　【豊かな自然と共生する、安全で環境に優しいまち】

　　６　防災対策の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

105 105

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 105 105

1,350 1,350

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,350 1,350

1,940 1,940

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,940 1,940

2,239 2,239

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,239 2,239

2,358 2,358

国・県支出金 1,627 1,627

地方債

その他

一般財源 731 731

環境安全課

平成22年度に整備した移動系無線の運用管理を行
う。
また、同報系の整備については、社会の状況変化
を踏まえ、環境が整い次第整備を開始する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

環境安全課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

2 自主防災組織育成事業 継続 31 32

自助・共助・公助が、連携することにより地域の防災力を
向上させるため、自主防災組織の防災活動に必要とする
消耗品的な要素の高い物を購入して防災訓練等を行っ
た場合に、上限を５０，０００円とした補助金を交付する。
また、コミュニティ助成事業も活用し、備品等を支援する。
（４月決定、６月補正）

事業費

1 災害対応力強化対策事業 新規 31 32

どこでどの様な災害現象・被害が発生するかを予測して白地図
等に書き込み、これに対してどの様な対策が必要なのか、また
避難所の運営方法や避難所施設に見立てた平面図にどれだ
け避難者を適切に配置出来るかを疑似体験する事により、地
域における災害対応力を向上させると共に、災害に強い町づく
り・コミュニティの形成に寄与する。

事業費

財
源
内
訳

3 防災備蓄倉庫整備事業 継続 31 32

防災倉庫の資機材の整備及び非常食等を購入し、
災害時に備える。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

4 防災行政無線 継続 31 32

・耐震診断を希望する木造住宅の所有者に対し、
診断士を派遣し耐震診断を行う。
・耐震診断結果で総合評点1.0未満の住宅所有者
が行う耐震改修への補助金。
　木造住宅耐震改修費用　　　1/2上限80万円
　耐震シェルター等設置費用　1/2上限30万円

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

5
住宅・建築物安全ストック
形成事業

継続 31 32



第３章　自然・環境・安全分野　　【豊かな自然と共生する、安全で環境に優しいまち】

　　７　消防体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

7,072 7,072

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,072 7,072

1,700 1,700

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,700 1,700

416,417 416,417

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 416,417 416,417

7,863 7,863

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,863 7,863

1,618 1,618

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,618 1,618

環境安全課

常備消防の伊勢崎市への委託。
常備消防に係る伊勢崎市と玉村町の按分対象経費を合
計した総事業費を地方交付税法の定めるところにより算
定された各年度の消防費の基準財政需要額に基づき按
分し、委託料を算出する。また、H28年度からは常備消防
車両関係費及び玉村消防署電気料等も委託費で計上。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

団本部及び各分団への運営交付金。
視察研修・ポンプ操法大会（隔年）・花火大会警備・
防災訓練･中継送水訓練・秋季消防点検・歳末特別
警戒・火災予防運動・出初め式等の事業および消
防団活性化事業

事業費

財
源
内
訳

1 消防団運営事業 継続 31 32

2 女性防火クラブ運営事業 継続 31 32

女性防火クラブ本部及び支部への運営交付金。火
災予防啓発活動を中心に活動。安全･安心大会･防
災訓練時の炊き出し･配布訓練、産業祭時の非常
食の配布・救急救命（ＡＥＤ）講習・秋季消防点検・
歳末夜警慰問等の事業。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

3 常備消防委託事業 継続 31 32

消防団再編検討委員会を実施に伴い、消防力を維
持する車両導入について検討し導入する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

4 消防水利管理事業 継続 31 32

防火水槽用地の借上げ料、雑用水の負担金などの
維持管理を行う。
また、老朽化した防火水槽並びに消火栓の修理及
び新設を行う。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

5
消防車両整備事業【非常
備】

継続 31 32



第３章　自然・環境・安全分野　　【豊かな自然と共生する、安全で環境に優しいまち】

　　７　消防体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

741 741

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 741 741

600 600

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 600 600

7
消防ポンプ自動車運転免
許証取得助成事業

新規 31 32

免許制度の改正に伴い、平成２９年３月１２日に準
中型免許が制度化された。普通免許ではポンプ車
を運転できない団員へ準中型免許の取得費用の助
成を行う。消防活動を円滑に行うための助成事業。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

環境安全課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

6 消防団詰所管理事業 新規 31 32

消防団再編検討委員会を実施し、築40年を経過し
た分団詰所の建替え・統廃合を実施する。

事業費



第３章　自然・環境・安全分野　　【豊かな自然と共生する、安全で環境に優しいまち】

　　８　防犯体制の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

691 691

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 691 691

11,930 11,930

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 11,930 11,930

2,957 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,957 0

環境安全課
財
源
内
訳

31

環境安全課
財
源
内
訳

町内に在住、在学、在勤する方々等の安全・安心
に資するため、街頭防犯カメラを設置する。
（平成30年度末現在　35台稼働中）

※設置事業としては平成31年度で完結し、その後
は管理事業へと移行する。

事業費

3 街頭防犯カメラ設置事業 継続 31

事業期間 年度別事業費

2

1
安全・安心まちづくり推進事
業

継続 31 32

パトロール団体への支援などを行い、安全で安心
なまちづくりの形成に役立てる。

事業費

財
源
内
訳

環境安全課ＬＥＤ防犯灯管理事業 継続 31 32

夜間の犯罪抑止や道路上での衝突事故抑止のた
め、防犯灯を設置する。
※H28.3月に、2422基をLED化し、リースを開始し
た。（町内全街路灯がLED化された。）

事業費



第３章　自然・環境・安全分野　　【豊かな自然と共生する、安全で環境に優しいまち】

　　９　交通安全対策の充実 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

6,627 3,694

国・県支出金 172

地方債

その他

一般財源 6,627 3,522

8,655 8,655

国・県支出金

地方債

その他 1 1

一般財源 8,654 8,654

3,003 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,003 0

367 367

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 367 367

110 110

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 110 110

5
高齢者運転免許証自主返
納支援事業

新規 31 32

高齢者が加害者となる自動車運転事故を抑止する
ため、運転免許自主返納時に有料で交付される
「運転免許経歴書」発行手数料を補助する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

4 交通安全啓発事業 継続 31 32

児童や高齢者の交通事故防止のため、交通安全
運動期間などにチラシや啓発品を配布し、交通安
全ＰＲを行う。
また、各学校で歩行時、自転車通行時などの交通
安全教室を開催する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

31 32

交通指導員事業 継続 31 32

登校学童の交通指導を中心に交通安全活動を実
施し、また、交通安全教室や各種行事においても交
通指導を行う。指導員は、3年毎に任期となる。
任期更新前年度に人員選定及び装備品一式と春
～秋用制服等一式を購入する。任期開始年度に、
冬用制服を購入する。

環境安全課

事業期間

31

生活道路が抜け道になっていて危険な箇所で、一
定の区域内を時速30kmの速度制限とする「ゾーン
30」を導入する。速度規制の告示や標識・路面標示
の設置は警察が行い、自治体は「ゾーン30」の路面
文字や看板を設置する。31年度は文化センター周
辺住宅開発に合わせて区域設定する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

3 ゾーン30導入事業 新規 31

道路反射鏡・ガードレールの補修及び設置、区画
線・路面標示等を設置し、ハード面での交通安全対
策を行う。
※交通安全対策特別交付金対象となる事業を含む

事業費

事業費

財
源
内
訳

財
源
内
訳

2 交通安全施設設置事業 継続

年度別事業費

1 環境安全課



第４章　産業経済分野　　【地域経済が元気で就業機会に恵まれたまち】

　　１　時代をリードする農業の振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

6,128 0

国・県支出金

地方債 2,200

その他

一般財源 3,928 0

3,800 3,800

国・県支出金

地方債

その他 3,800 3,800

一般財源 0 0

5,360 513

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 5,360 513

3
道の駅玉村宿の施設運営
費用

継続

道の駅玉村宿は開設後 、３年間は運営を業務委
託、施設管理を町が直接行ったが、H30以後は指
定管理者が管理運営を行う。なお、清掃、OA機器
借上料及び保守管理、システム利用料等は、契約
満了まで町が支出する。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

31 31

31 32

経済産業課

経済産業課
財
源
内
訳

31 32

事業期間 年度別事業費

1
坂東大堰基幹水利施設保
全対策事業

継続

前橋・伊勢崎・高崎・玉村町の農業用水を確保する
ために昭和26年に建設されたが、60年経過したた
め、施設の老朽化が進み、このままでいくと農業用
水の確保が懸念されるため、大規模な施設修繕を
行う。

事業費

財
源
内
訳

2 産業祭 継続

農畜産物のPRと消費拡大を産業祭を通して行うと
ともに、新たな農畜産物の紹介や提案を行う場して
活用することで、農業の活性化を推進し、生産者と
消費者が一体となり活力あるまちづくりを推進す
る。

事業費



第４章　産業経済分野　　【地域経済が元気で就業機会に恵まれたまち】

　　２　活力ある工業の振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

800 800

国・県支出金 0 0

地方債

その他

一般財源 800 800

7,835 7,835

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,835 7,835

2,000 2,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,000 2,000

3,000 3,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,000 3,000

1,300 1,300

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,300 1,300

町内で創業するため町指定の融資を受ける際に支
払う保証料の1/2を補助する。（予算額：800,000円）
また、支払利子額も補助する。（予算額：500,000円）

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

5 創業者融資事業 継続 31 32

各資金融資を受けた中小企業に対して、支払った
利子の一部を４年間町が補助する。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

4 小口資金保証料補助事業 継続 31 32

県信用保証協会に対して、小口資金利用者から減
額した分を補助する。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

3 制度資金利子補給事業 継続 31 32

経済産業課
財
源
内
訳

2 企業立地推進事業 継続 31 32

企業立地促進条例に基づき、事業者に対して奨励
金を交付する。玉村町に企業を誘致することによ
り、産業の振興及び雇用機会の拡大を図り、経済
の発展及び町民生活の向上に寄与する。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1
新技術・新製品開発推進事
業

継続 31 32

町内の中小企業者が、自ら行う新製品・新商品に
関する開発で、事業化と市場性が見込まれる事業
に対して補助金を交付。補助金は、企業負担２０万
円で、県と市町村が８０万円を補助する。

事業費



第４章　産業経済分野　　【地域経済が元気で就業機会に恵まれたまち】

　　３　魅力あふれる商業の振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

8,500 8,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 8,500 8,500

地域の商工業を支える玉村町商工会と連携し、経
営指導や各種融資などを強化することにより、町内
企業の活性化を図る。また合わせて、商工会の組
織率を高め、町内企業の交流の促進と結束力を高
める。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

1 商工会補助金 継続 31 32

事業期間 年度別事業費



第４章　産業経済分野　　【地域経済が元気で就業機会に恵まれたまち】

　　４　働きやすい就業環境の創出 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

500 500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 500 500

7 7

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7 7

協会に入会することにより、求人活動者への支援を
行う。また、随時、求人情報を提供する。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

2
佐波伊勢崎職業安定協会
（負担金）

継続 31 32

町内事業所で中小企業退職金共済に新規加入者
がいる事業所に対して、町から補助金を支給し、中
小企業従業員の安定と企業主の負担軽減を図る。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

1
中小企業退職金共済制度
加入促進事業

継続 31 32

事業期間 年度別事業費



第４章　産業経済分野　　【地域経済が元気で就業機会に恵まれたまち】

　　５　安全・安心な消費生活の確立 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

5,404 5,404

国・県支出金 2,462 2,462

地方債

その他

一般財源 2,942 2,942

多様化する消費者問題に対応するため、消費者の
相談や育成などを目的とした消費生活センターで実
施する事業。また、消費者育成にあたっては、セミ
ナーなどを多く開催し、消費者被害にあわない地域
づくりを目指す。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

1 消費生活センター 継続 31 32

事業期間 年度別事業費



第４章　産業経済分野　　【地域経済が元気で就業機会に恵まれたまち】

　　６　観光による地域振興 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

409 409

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 409 409

12,000 12,000

国・県支出金

地方債

その他 12,000 12,000

一般財源 0 0

95 95

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 95 95

5,000 5,000

国・県支出金

地方債

その他 5,000 5,000

一般財源 0 0

1,211 1,211

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,211 1,211

道の駅「玉村宿」を拠点に観光入込客数を増やし、
移住促進につなげるための事業。低速電動バスを
活用した交流人口増加を目指し、歴史資産や自然
散策、各町内イベントへ出向き、観光ルートの開拓
や広報活動を行う。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

5 ぐるっとたまむら周遊事業 継続 31 32

玉村町の特産品・ご当地グルメとして、町商工会青
年部が開発した｢たまロンスティック｣に続く製品の
開発事業の推進を図るため、事業費の一部を町が
補助する。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

4 ふるさとまつり事業 継続 31 32

県道142号（旧国道354号）を中心として開催される
恒例の夏まつり。町内から多くの方に参加してもら
い、活力のある祭りにする。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

3
ご当地グルメ特産品開発事
業

継続 31 32

花火大会やふるさとまつり、道の駅玉村宿などの事
業を含めた玉村町の観光資源を活かし、ホーム
ページ等に情報発信を行い、さらなる入込客数増
加を図る。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

2 たまむら花火大会 継続 31 32

たまむら花火大会の事業費。
臨時駐車場の増設、二次交通確保などを行い、来
場者の受け入れ態勢を構築。合わせて、年々増え
続ける来場者の安全確保や交通対策のため警備
体制の拡充も行う。

事業費

経済産業課
財
源
内
訳

1 観光推進事業 継続 31 32

事業期間 年度別事業費



第５章　都市基盤分野　　【コンパクトで利便性と快適性が高いまち】

　　１　快適な生活を支える総合的な土地利用の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

38,645 38,645

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 38,645 38,645

3,000 3,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 3,000 3,000

1
高崎玉村スマートIC周辺地
区まちづくり事業

継続

東毛広域幹線道路が開通し、高崎玉村ｽﾏｰﾄｲﾝﾀｰ
ﾁｪﾝｼﾞが整備されたことから、広域交通網の結節点
となる周辺地区の土地利用構想を検討し、土地利
用を促進させ、地域の活力を高める。

事業費

31 32

2 空き家対策事業 新規 31 32

近年、全国的に空き家問題が取りざたされ、適切な管理が行われてい
ない空き家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に影響を
及ぼしている。
町内の空き家も増加傾向にあり、その対策が求められている。平成28
年度から29年度にかけて空き家の所在及び所有者の把握、意向調査
を実施した。31年度に策定した空き家等対策計画に基づき「玉村町空
家除去補助事業」を実施し、空家を除却する者に補助金を交付する。

事業費

財
源
内
訳

都市建設課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

都市建設課



第５章　都市基盤分野　　【コンパクトで利便性と快適性が高いまち】

　　２　魅力ある市街地の形成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

46,341 46,341

国・県支出金 9,175 9,175

地方債

その他 31,541 31,541

一般財源 5,625 5,625

212,930 20,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 212,930 20,000

2
文化センター周辺土地区画
整理事業

継続 31 32

1 町営住宅管理事業 継続 31 32

（長寿命化計画に基づく住戸修繕）
　ﾃﾚﾋﾞｱﾝﾃﾅ接続環境・浴室のﾕﾆｯﾄﾊﾞｽ化・電気設
備増強・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ改修等改善工事

（修繕・補修・維持管理）
外壁、屋根塗装、日常的修繕等維持管理

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

本地区は文化センターに隣接し、役場周辺の都市交流
拠点と一体となった機能強化と魅力づくりが求められて
いるものの、大半が農地であり、道路等の都市基盤が未
整備であることから、住宅地としての計画的な土地利用
を図るため、道路、公園等の公共施設を整備し、健全か
つ良好な市街地を形成することを目的に事業を施行する
もの。

事業費

都市建設課
財
源
内
訳



第５章　都市基盤分野　　【コンパクトで利便性と快適性が高いまち】

　　３　機能的な道路網の形成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

19,129 56,000

国・県支出金 9,075 28,000

地方債 600 25,000

その他

一般財源 9,454 3,000

52,350 52,350

国・県支出金 2,500 2,500

地方債 44,200 44,200

その他

一般財源 5,650 5,650

77,010 77,010

国・県支出金 37,500 37,500

地方債 33,700 33,700

その他

一般財源 5,810 5,810

1

橋梁長寿命化修繕事業・社
会資本整備総合交付金事
業
（町内全域）

継続 31 32

2
町道補修計画推進事業
（町内全域）

継続 31 32

町道補修計画推進事業　Ｌ=２１km
・舗装修繕計画に基づき町道の維持管理及び補修
工事を行う。

事業費

財
源
内
訳

3
町道１０３号線・社会資本整
備総合交付金事業
（下茂木）

継続 31 32

道路改良事業　L=２０００m
・道路拡張　W=12.0
　　　　　（角渕～川井）
　　藤岡大胡バイパス～東部工業団地

事業費

橋梁長寿命化修繕事業　Ｎ=106橋
・橋梁の長寿命化修繕計画に基づき町内の町が管
理する橋長２ｍ以上の橋梁を点検・補修設計及び
補修工事を行う。

事業費

都市建設課
財
源
内
訳

都市建設課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

都市建設課



第５章　都市基盤分野　　【コンパクトで利便性と快適性が高いまち】

　　４　公共交通の整備 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

1,789 1,789

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,789 1,789

33,238 27,709

国・県支出金 1,230 510

地方債

その他

一般財源 32,008 27,199

既存路線が廃止となった「前橋～玉村～新町駅」間
のバス路線を運行するバス事業者に対し、経常損
益の赤字分と運行契約に基づく適正利潤を、前橋
市と玉村町で負担する。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

2 乗合タクシー事業 継続 31 32

町内を巡回する（一部、伊勢崎市・高崎市へ乗り入
れ）公共交通を整備するため、乗合タクシー「たまり
ん」を運行し、その運行事業者に対し経常損益の赤
字分と協定に基づく適正利潤を補助する。
※H31は老朽化した車両1台の入替を行う。

事業費

環境安全課
財
源
内
訳

1 路線バス対策事業 継続 31 32

事業期間 年度別事業費



第５章　都市基盤分野　　【コンパクトで利便性と快適性が高いまち】

　　５　水の適正利用と上水道の整備 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

30,000 243,400

国・県支出金

地方債 243,400

その他

一般財源 30,000

220,000 40,000

国・県支出金

地方債 210,000 40,000

その他

一般財源 10,000 0

16,000 16,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 16,000 16,000

100 100

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 100 100

破損した配水管及び給水管の修繕 事業費

上下水道課
財
源
内
訳

4 不明水対策事業 継続 31 32

無収水量が増加したことによる、町内全域の配水
管漏水箇所調査

事業費

上下水道課
財
源
内
訳

3 漏水対策事業 継続 31 32

上下水道課
財
源
内
訳

2 上水道配水管整備事業 継続 31 32

新設道路などに新たに管を布設し、管網の整備を
実施する。また、安定供給のための老朽管から耐
震管へ布設替えを行う。
H30年度　Ｌ＝4,000ｍ
H31年度　Ｌ＝4,000ｍ
H32年度　Ｌ＝800ｍ

事業費

上下水道課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 浄水場施設機器更新事業 継続 31 32

浄水場施設の機器を計画的に更新する。
○浄水施設・・・ろ過池の修繕
○排水処理施設・・・脱水機消耗部品適時交換
○取水井戸改修・・・揚水管及びﾎﾟﾝﾌﾟ交換

事業費



第５章　都市基盤分野　　【コンパクトで利便性と快適性が高いまち】

　　６　下水道の整備 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

25,000 25,000

国・県支出金 5,000 5,000

地方債 15,000 15,000

その他 1,000 1,000

一般財源 4,000 4,000

425,000 425,000

国・県支出金 150,000 150,000

地方債 250,000 224,000

その他 20,000 20,000

一般財源 5,000 5,000

35,600 0

国・県支出金 0

地方債 35,500

その他 0

一般財源 100 0

367,000 367,000

国・県支出金 0 0

地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 367,000 367,000

下水道事業を企業会計に移行するための各種作
業
　H28　　　　基礎調査・基本計画策定
　H29,30　　固定資産調査
　H31　　　　会計システム構築等
　H32.4月　 企業会計に移行

事業費

上下水道課
財
源
内
訳

4
一般会計繰出金（下水道事
業特別会計）

継続 31 32

一般会計から下水道事業特別会計への繰出金
　総務省通知に基づく「基準内繰出」と赤字補填的
な「基準外繰出」で構成

事業費

上下水道課
財
源
内
訳

3 公営企業会計導入事業 継続 31 31

上下水道課
財
源
内
訳

2

特環地区幹線整備事業
（上新田、板井、樋越、上福
島、下之宮、南玉、箱石、
飯倉、五料）

継続 31 32

市街化調整区域
管渠工事　Ｌ＝8000ｍ
実施設計　Ｌ＝300ｍ
平成31年度　継続（板井、樋越、上福島、下之宮、
南玉、箱石）

事業費

上下水道課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1
公共地区幹線整備事業
　（枝線委託・工事）

継続 31 32

市街化区域（一部市街化調整区域）
平成31年度　枝線委託・工事

事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　１　住民自治のまちづくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

10,764 10,764

国・県支出金 35 35

地方債

その他

一般財源 10,729 10,729

4,500 4,500

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 4,500 4,500

37 37

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 37 37

300 300

国・県支出金

地方債

その他 300 300

一般財源 0 0

6,785 6,785

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 6,785 6,785

事業期間 年度別事業費

1 広報たまむら発行事業 継続

町の情報を提供することにより、町民と情報を共有
する。また、町民が必要な情報を提供する。

事業費

31 32 企画課
財
源
内
訳

2 行政情報発信事業 継続

ＦＭラジオから町の情報を発信し、住民へ町からの
お知らせをリアルタイムに周知する。また、災害時
における緊急放送に関する協定書を締結し、災害
時の緊急放送について検討連携強化を図る。

事業費

企画課
財
源
内
訳

31 32

企画課
財
源
内
訳

3
協働によるまちづくり推進
事業（一般経費）

継続

本町のまちづくりを担う人々を対象とし、まちづくり
への想いを共有する「自治まちづくり広場」を開催す
る。
併せて、協働によるまちづくりへの意識向上を図る
職員研修を行う。

事業費

企画課
財
源
内
訳

31 32

31 324
協働によるまちづくり推進
事業（提案事業補助金）

継続

協働によるまちづくり基金を活用し、地域の身近な
課題を解決できるよう協働関係を築く足掛かりとす
るため、住民活動団体の支援を行う。

事業費

5 住民活動サポートセンター 継続

住民活動団体の育成及びその自律支援、並びに他
の主体との協働によってまちづくりが推進されるよ
うコーディネートする機能を強化する。

事業費

企画課
財
源
内
訳

31 32



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　１　住民自治のまちづくりの推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

300 300

国・県支出金

地方債

その他 300 300

一般財源 0 0

企画課
財
源
内
訳

31 326

事業期間 年度別事業費

協働によるまちづくり推進
事業（岩倉水辺の森有効活
用プロジェクト）

継続

岩倉自然公園における公園利用促進・環境維持を
目的とし公園管理の一部を住民参加型の自主活動
により自然公園としての活用を図る。

事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　２　コミュニティの育成 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

2,000 2,000

国・県支出金

地方債

その他 2,000 2,000

一般財源 0 0

2,000 2,000

国・県支出金

地方債

その他 2,000 2,000

一般財源 0 0

210 210

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 210 210

町内の手入れの行き届いた自宅等の庭を、一定期
間・一定条件の下に一般公開することで、ガーデニ
ング実践者のコミュニティ構築や観光客の誘客を目
指す。

事業費

企画課
財
源
内
訳

3 オープンガーデン事業 継続 31 32

総務課
財
源
内
訳

2
魅力あるコミュニティ助成事
業

継続 31 32

市町村振興宝くじの交付金等を財源とし、自治会や
町内会などの地域コミュニティ組織が実施するもの
で、同一年度内で完了することが見込まれる設備・
施設の整備に対し、町を通じて助成するもの。

事業費

総務課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 コミュニティ助成事業 継続 31 32

コミュニティの健全な発展を図ることを目的に、宝く
じの普及広報事業費として補助対象となる地区公
民館等の施設又は設備の整備を推進するコミュニ
ティ助成事業を行う。

事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　３　地域間連携・交流の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

0 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 0

10 10

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 10 10

654 654

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 654 654

750 750

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 750 750

77 77

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 77 77

玉村町にふさわしい生涯活躍のまちの事業計画策
定年度の進捗管理を行う。

事業費

企画課
財
源
内
訳

5
玉村町版生涯活躍のまち
構想づくり

継続 31 32

玉村町と友好都市提携を結ぶ長野県山ノ内町及び
群馬県昭和村、茨城県茨城町との広域的な交流を
深め、相互の理解と友好親善に寄与することを目
的として事業を実施する。

事業費

企画課
財
源
内
訳

4
たまむらの風景フォトコンテ
スト

継続 31 32

玉村町ならではの田園風景、花火、祭り、歴史的建
築物などを題材とした「たまむらの風景フォトコンテ
スト」を開催し、魅力ある玉村町をＰＲする。また、画
像データを視覚情報として蓄積し、町のＰＲ用のパ
ンフレットや資料等に活用する。

事業費

企画課
財
源
内
訳

3 友好交流事業 継続 31 32

地方拠点法に基づき、地方拠点都市地域において
都市機能の増進及び居住環境の向上を図る。

事業費

企画課
財
源
内
訳

2
北関東・新潟地域連携軸推
進協議会

継続 31 32

関越自動車道及び北関東自動車道沿線の自治体
が、地域連携軸促進イベントの開催や観光情報・地
域情報の発信などを行い、連携・交流を図る。ま
た、災害時における相互支援を連携して行う。

事業費

企画課
財
源
内
訳

1
群馬県央拠点都市地域整

備推進協議会
継続 31 32

事業期間 年度別事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　３　地域間連携・交流の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

7,912 7,912

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,912 7,912

746 746

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 746 746

玉村町の情報収集、発信、ＰＲイベント、企業訪問
等を実施し、玉村町の知名度を高める。

事業費

企画課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

7 東京圏情報発信推進事業 継続 31 32

6 地域おこし協力隊 継続 31 32

東京圏から玉村町に住民票を移した者を、町が「地域お
こし協力隊」として委嘱する。隊員は、一定期間、地域に
居住して、地域ブランドや地場産品の開発・販売・ＰＲ等
や観光資源の掘り起こし等の活動を行いながら、その地
域への定住促進を図る。

事業費

企画課
財
源
内
訳



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　４　国際交流の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

550 550

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 550 550

15 15

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 15 15

247 247

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 247 247

7,100 7,100

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 7,100 7,100

900 0

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 900 0

中学生海外派遣事業のホームステイ受け入れ先で
あるエレンズバーグのボランティアやその家族を招
致し、日本や玉村町の文化や生活の体験をとおし
て相互交流を図る。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

5 エレンズバーグ交流事業 継続 31 32

　より高いレベルの英語教育を望む児童・保護者のニー
ズに対応するため、株式会社立の小学校を認可し、英語
教育の充実・振興を図っている。
　その学校経営の公共性・継続性・安定性を確保するた
め、審議会を組織し学校評価の諮問・答申を行う。

事業費

企画課
財
源
内
訳

4 中学生海外派遣事業 継続 31 32

外国の生活や文化にふれることにより、次代を担う
国際感覚豊かな広い視野を持つ青少年の育成を
目的に、中学生２０名をアメリカ合衆国ワシントン州
エレンズバーグ市へ派遣する。

事業費

学校教育課
財
源
内
訳

3 国際教育特区学校審議会 継続 31 32

企画課
財
源
内
訳

2 窓口通訳業務 継続 31 32

年４回×2時間程度、外国語通訳人を役場窓口に
配置し行政通訳業務を行う。

事業費

企画課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 国際交流協会 継続 31 32

定住外国人への日本語教室や、日本人と外国人が
交流できるイベントを開催する玉村町国際交流協
会に対し、活動を支援する。

事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　５　人権の尊重 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

107 107

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 107 107

337 337

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 337 367

人権講演会の開催や啓発物品の配布を行う。人権
課題に対する正しい理解と認識を広め、人権意識
の高揚を図る。

事業費

企画課
財
源
内
訳

2 人権教育推進事業 継続 31 32

人権教育推進委員会により、日本国憲法で保障さ
れている基本的人権を尊重して、人権にかかわる
諸問題の解消を目指して各種団体の責任者、行政
関係、学校教育関係の連携組織で人権教育推進
の基盤を構築する。

事業費

生涯学習課
財
源
内
訳

1 人権啓発事業 継続 31 32

事業期間 年度別事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　６　男女共同参画社会の実現 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

117 117

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 117 117

0 5,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 5,000

企画課
財
源
内
訳

2
男女共同参画計画策定事
業

新規 31 32

男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ
計画的に一層力強く推進するため、男女共同参画
計画を策定する。

事業費

企画課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 男女共同参画推進事業 継続 31 32

男女共同参画社会の実現に向け、行政、事業所、
住民が一体となり、総合的かつ計画的に施策を展
開する。講演会の開催や男女共同参画計画策定の
基礎資料とするための住民意見交換会を開催す
る。

事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　７　行政改革の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

380 380

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 380 380

2,100 2,100

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 2,100 2,100

75,363 75,363

国・県支出金

地方債

その他 9 9

一般財源 75,354 75,354

34,408 34,408

国・県支出金

地方債

その他 325 325

一般財源 34,083 34,083

0 135

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 0 135

玉村町の公の施設の指定管理候補者の選定、そ
の他指定管理者制度の適正な運営を行うため、指
定管理候補者等選定委員会を置き、民間活力の導
入を推進する。

事業費

財
源
内
訳

企画課

企画課

企画課5 指定管理者等選定委員会 継続 31 32

基幹業務総合情報システム管理事業（住民情報や
税、介護、福祉などの基幹業務を電算処理すること
でサービス向上と効率化を図る）
※基幹システム　平成29年1月1日～平成33年12月
31日

事業費

財
源
内
訳

4 OA推進事業 継続 31 32

財務会計システム、グループウェアシステム、庁内
LANシステム機器安定稼働、システム使用料、情報
セキュリティ教育・内部監査、PC購入、コピー料金
等
※情報系システム　平成26年10月1日～平成31年9
月30日

事業費

財
源
内
訳

3
基幹業務総合情報システ
ム

継続 31 32

総務課
財
源
内
訳

2 職員研修事業 継続 31 32

専門講師を招き、職員を対象に接遇研修を実施す
る。また、サービスアップ委員会を開催し、便利で優
しい役場の実現を目指す。さらに、職員の政策立案
能力を高め、行政サービスの向上のため個別の研
修を実施する。

事業費

総務課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 人事評価制度 継続 31 32

職員個々の意識や能力及び組織全体の職務遂行
力を高めるため、職員の人事評価（業績、能力評
価）を実施する。人事評価の精度を高めるため、全
職員を対象に業績評価研修及び能力評価研修を
行う。また、業績、能力評価の研修は隔年で実施す
る。

事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　７　行政改革の推進 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

484 484

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 484 484

1,502 1,502

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 1,502 1,502

6,463 1,188

国・県支出金

地方債

その他 684 684

一般財源 5,779 504

総合行政ネットワーク管理事業。国や地方自治体
をつなぐ行政専用回線(LGWAN)の機器保守管理

事業費

財
源
内
訳

企画課

企画課

企画課8 ホームページ事業 継続 31 32

職員でも作成できるホームページシステム（CMS）
を活用し、誰もがわかりやすいホームページを運
営。31年度に業者移行予定

事業費

財
源
内
訳

7 総合行政ネットワーク 継続 31 32

6 メール配信システム 継続 31 32

・住民を対象に防災・防犯・気象・町政情報などを配
信するシステムを運用
・災害時など、職員を対象に連絡・参集を行う安否
確認システムを運用

事業費

財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費



第６章　協働・行財政分野　　【地域力を発揮する、住民主役のまち】

　　８　健全な財政運営 （単位：千円）

番号 事　業　名
事業
区分

事業概要 平成31年度 平成32年度 担当課

32,896 32,896

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 32,896 32,896

11,347 11,347

国・県支出金 9,614 9,614

地方債

その他

一般財源 1,733 1,733

13,441 13,441

国・県支出金 70 70

地方債

その他

一般財源 13,371 13,371

10,662 10,000

国・県支出金

地方債

その他

一般財源 10,662 10,000

27,360 27,360

国・県支出金 13,967 13,967

地方債

その他

一般財源 13,393 13,393

平成29年度より、群馬県内市町村において特別徴
収一斉指定の実施の徹底を行っている。地方税電
子申告(eLtax)の推進。

事業費

税務課
財
源
内
訳

企画課
財
源
内
訳

5 町県民税賦課 継続 31 32

３年に１回の評価替え（基準年度＝３の倍数年度）
に伴い、標準地の土地の本鑑定及び電算委託を行
う。
（本鑑定は、基準年度の前々年度、電算委託は、前
年度に実施）

事業費

税務課
財
源
内
訳

4
地図情報システム

継続 31 32

３年に１回の評価替え（基準年度＝３の倍数年度）
に伴い、①現地調査・②実勢路線価調書等の作
成・③基準年の１月１日の航空写真撮影、④航空
写真を基に家屋の異動判読。（基準年度の①前々
年度・②③前年度に実施・基準年度④基準年度）
※通常の運用業務の費用を含む

事業費

税務課
財
源
内
訳

3
固定資産税賦課

継続 31 32

2
徴税事業
収納特別対策事業

継続 31 32

町税の徴収業務。自主財源確保のため、滞納処分
を実施し、町税の公平な収納を行う。

事業費

税務課
財
源
内
訳

事業期間 年度別事業費

1 ふるさと納税奨励事業 継続 31 32

町外・県外からふるさと納税で本町のまちづくりを応
援していただいた方に謝礼として寄付金額に応じた
地元特産品を送付する。

事業費
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